
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・体験型の「地域防災力アップ」出前講座」の開催回数をより増やすとともに、自主防災アドバイザーの活動を活発化させることにより、自主
防災組織の活性化を図って行く。
・自主防災組織未加入世帯に対しては、市町村と連携しながら引き続き自主防災組織への加入を働きかけていく。

目標に対
する成果
の状況

・市町村と連携しながら、出前講座等を通じ自主防災組織の組織化に取り組んだが、未加入世帯に対する働きかけが功を奏さず、29年4
月１日現在の自主防災組織率は92.5%と目標値である92.6%を下回った。

 概算事業費（B（A）+C） 11,915 12,536 12,228

7,914 7,914

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

概　算
人件費

1.00 1.00 1.00

8,276

3,851 4,622

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

Aの
財源

4,214 4,314

69 69 70

3,622 4,145 4,244

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

（当初） （決算） （当初）

1.防災指導員配置事業 直接
・防災指導員において、住民向け「地域防災力アップ」
出前講座」を実施（実施件数：109件）

2,314 2,357 2,413

・県総合防災訓練の開催
（佐久市において、10月２日実施）

1,900

３　自主防災力の充実 実施期間 S38 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

災害対策基本法、大規模地震対策特別措置法、長野県防災会議条例、県地域防災計画等

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail bosai@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
４－１　地域防災力の向上

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

人口定着・
確かな暮ら
し実現総
合戦略

信州創生の基本方針

事業番号 01 02 01 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 地域防災力充実事業 担
当
課

部局 危機管理部

課・室 危機管理防災課

4,314

　大規模災害を想定した各種実働型の防災訓練を総合的に実施することにより、災害時に即応できる体制を確立するとともに、防災啓発
活動等による自主防災力の充実を図る。
　成果目標：自主防災組織の組織率　90.8％（H23)→93.0％（H29)

○県内でも平成２３年以降、大きな地震が立て続けに発生し、県民の防災に対する関心がこれまでになく高まっている。

2.総合防災訓練事業 直接

4,214 4,314

合計（A) 3,639
92.5%

29年度

当初予算 3,639

92.6% 92.5% 未達成

　自主防災組織の組織率　92.6％：23年度実績とH29目標との差額を均等に引上げ

Ｈ28 H29
目標

H27末
目標 成果 達成状況

93%

2,265 1,901

自主防災組織の組織率

施策展開

成果目標の達成状況

項目 H26末

92.0%

合計 4,214 4,622

補正予算

mailto:bosai@pref.nagano.lg.jp

